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貸 借 対 昭 表
2025年 3月31 日

（単位：千円）

資産の部 負債の部
科 目 金 額 科 目 金 額

I流動資産］ ［流動負債】
現金及び預金 2, 138 買掛金 539,690 
売掛金 409,128 短期借入金 423,165 
商品及び製品 93,766 未払金 211, 044 
原材料 338,292 未払費用 61,998 
仕掛品 66,795 役員賞与引当金 3,894 
貯蔵品 2,341 賞与引当金 53,614 
前払費用 13,680 未払事業税等 4,262 
未収入金 90,012 その他流動負債 4,749 
その他流動資産 786 流動負債合計 1,302,419 
流動資産合計 1,016,943 【固定負債】

【固定資産】 退職給付引当金 178,611 
（有形固定資産） 資産除去債務 6,709 
建物 1,358,750 固定負債合計 185,321 
構築物 42,976 負債合計 1,487,740 
機械及び装置 776,356 

車両運搬具 2,508 

工具器具備品 21,742 純資産の部
土地 555,647 科 目 金 額
建設仮勘定 12,916 ［株主資本｝

有形固定資産合計 2,770,898 資本金 430,000 
（無形固定資産） ［資本剰余金】
ソフトウェア 253 資本準備金 349,800 

無形固定資産合計 253 資本剰余金合計 349,800 
（投資その他の資産） I利益剰余金】
出資金 110 利益準備金 4,250 
長期前払費用 l, 755 （その他利益剰余金） l, 617,591) 
敷金保証金 35,479 繰越利益剰余金 l, 617, 591 
長期繰延税金資産 78,053 利益剰余金合計 1,621,841 

投資その他の資産合計 115,398 株主資本合計 2,401,641 
固定資産合計 2,886,550 ［評価・換算差額等】 14, 111) 

［土地評価差額金】 14, 111) 
土地評価差額 14,111 
純資産合計 2,415,753 

資産合計 3,903,493 負債純資産合計 3,903,493 

（注）記載金額は、 千円未満の端数を切り捨てて表示しています。



注 記 事 項 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)棚卸資産 

商品・原材料 先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

製品・仕掛品 先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法 

1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 2年～ 35年 

建物附属設備 3年～ 18年 

構築物    4年～ 60年 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討して回収不能と見込まれる債権はありませんでし

た。 

(2) 賞 与 引 当 金 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額により計上しております。 

4．収益及び費用の計上基準 

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を

引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客 が当該商品又は製

品に対する支配を獲得して充足されると判断し、主として引渡時点で収益を認識しております。 

会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。） 

等を当事業年度の期首から適用しております。 

 法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに 

定める経過的な取扱いに従っております。これによる計算書類に与える影響はありません。 

当期純損益金額 

当期純利益  145,531千円 

(注)記載金額は、千円未満の端数を切り捨てております。 


